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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

前第3四半期
連結累計期間

第46期
当第3四半期
連結累計期間

第45期
前第3四半期
連結会計期間

第46期
当第3四半期
連結会計期間

第45期

会計期間

自平成21年
 4月 1日
至平成21年
12月31日

自平成22年
 4月 1日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月 1日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月 1日
至平成22年
12月31日

自平成21年
 4月 1日
至平成22年
 3月31日

売上高                (百万円)252,155　    241,974　 85,272　     79,868　 338,629

経常利益              (百万円)33,419　    28,334　 11,052　     11,247　 40,947

四半期(当期)純利益    (百万円)18,649　     16,241　 6,670　     6,583　 21,856

純資産額              (百万円)－ － 215,436　     224,756　 220,237

総資産額              (百万円)－ － 347,990　     356,390　 363,368

1株当たり純資産額         (円) － － 1,101.55　 1,147.84　 1,125.63

1株当たり四半期(当期)

純利益金額                (円)
95.85　 83.43　 34.28　 33.82　 112.32

潜在株式調整後1株当たり

四半期(当期)純利益金額    (円)
90.29　 78.60　 32.29　 31.85　 105.81

自己資本比率              (％)－ － 61.6　 62.7　 60.3

営業活動による

キャッシュ・フロー    (百万円)
45,281　     32,182　 － － 58,060

投資活動による

キャッシュ・フロー    (百万円)
△12,242　     △22,839　 － － △16,175

財務活動による

キャッシュ・フロー    (百万円)
△10,297　     △170　 － － △10,348

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高 　 (百万円)
－ － 50,870　 68,478　 59,775

従業員数                  (人)－ － 6,280　 6,625　 6,263

　(注)消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっています。　
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2【事業の内容】

当第3四半期において、当社グループ(当社及び連結子会社をいう。以下同じ。)及び当社の関連会社が営む事業の内

容については重要な変更はありません。また、各セグメントにおける主な連結子会社の異動もありません。

なお、第1四半期より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用したことによりセグメントの開示方法

を変更しています。変更の内容は、「第5 経理の状況　1 四半期連結財務諸表　注記事項(セグメント情報等)」に記載

のとおりです。 

 

3【関係会社の状況】

当第3四半期において、重要な関係会社の異動はありません。なお、当社の連結子会社であるエヌ・アール・アイ・

ネットワークコミュニケーションズ㈱は、平成23年4月1日をもってＮＲＩネットコム㈱に商号を変更します。

 

4【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数　　(人) 6,625　[1,645]

　(注)1. 「従業員数」は就業人員であり、当社グループからグループ外への出向者110人は含んでいません。

2. [　]内には、派遣社員の当第3四半期の期中平均人員数を外書きで記載しています。

　

(2)提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数　　(人) 5,595  [1,414]

　(注)1. 「従業員数」は就業人員であり、当社から社外への出向者497人は含んでいません。

2. [　]内には、派遣社員の当第3四半期の期中平均人員数を外書きで記載しています。
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第2【事業の状況】

1【生産、受注及び販売の状況】

第1四半期より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用しています。生産実績、受注状況及び販売実

績の「前年同四半期比」は、当会計基準適用後のセグメントに組み替えた前第3四半期の金額に対する増減率を表示

しています。

　

(1)生産実績

当第3四半期におけるセグメントごとの生産実績は次のとおりです。

セグメントの名称
金額

(百万円)

前年同四半期比

(％)

コンサルティング 2,765 △5.4

金融ＩＴソリューション 35,953 △9.2

産業ＩＴソリューション 15,268 △5.9

ＩＴ基盤サービス 12,413 △2.6

その他 1,909 △6.1

セグメント計 68,310 △7.1

調整額 △16,134 ―

合計 52,176 △7.7

(注)1. 金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっています。

　2. 外注実績及び当該外注実績の生産実績に占める割合は次のとおりです。なお、中国企業への外注実績の割合は、当

該外注実績の総外注実績に占める割合です。

　
前第3四半期連結会計期間
(自 平成21年10月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)前年同四半期比

(％)
　

金額

(百万円)

割合

(％)

金額

(百万円)

割合

(％)

外注実績 27,404 48.5 24,905 47.7 △9.1

うち、中国企業への外注実績 3,254 11.9 2,908 11.7 △10.6

　

(2)受注状況　

当第3四半期におけるセグメントごとの受注状況(外部顧客からの受注金額)は次のとおりです。

セグメントの名称
受注高

(百万円)

前年同四半期比

(％)

受注残高

(百万円)

前年同四半期比

(％)

コンサルティング 5,385 50.5 4,107 28.9

金融ＩＴソリューション 19,458 △13.6 45,305 4.6

産業ＩＴソリューション 7,857 △28.5 18,955 △6.1

ＩＴ基盤サービス 328 △45.8 2,016 △13.8

その他 921 31.9 1,465 6.9

合計 33,950 △11.6 71,851 2.0

(注)1. 金額は販売価格によっています。

2. 継続的な役務提供サービスや利用度数等に応じて料金をいただくサービスについては、各年度末時点で翌年度

の売上見込額を受注額に計上しています。
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(3)販売実績

①セグメント別販売実績

当第3四半期におけるセグメントごとの販売実績(外部顧客への売上高)は次のとおりです。

セグメントの名称
金額

(百万円)

前年同四半期比

(％)

コンサルティング 5,265 6.3

金融ＩＴソリューション 49,048 △7.9

産業ＩＴソリューション 20,570 △8.1

ＩＴ基盤サービス 2,858 6.8

その他 2,124 6.7

合計 79,868 △6.3

　

②主な相手先別販売実績

当第3四半期における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。

相手先

前第3四半期連結会計期間
(自 平成21年10月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)前年同四半期比

(％)金額

(百万円)

割合

(％)

金額

(百万円)

割合

(％)

野村ホールディングス㈱ 20,852 24.5 18,384 23.0 △11.8

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 9,829 11.5 9,774 12.2 △0.6

(注)原則として、相手先の子会社向けの販売実績を含めています。また、リース会社等を経由した販売については、

最終的にサービス等の提供を受けた顧客向けの販売実績に含めています。

　

③サービス別販売実績

当第3四半期におけるサービスごとの販売実績(外部顧客への売上高)は次のとおりです。

サービスの名称
金額

(百万円)

前年同四半期比

(％)

コンサルティングサービス 8,688 10.1

開発・製品販売 28,488 △11.2

運用サービス 41,070 1.0

商品販売 1,620 △65.1

合計 79,868 △6.3

　

2【事業等のリスク】

　当第3四半期において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

3【経営上の重要な契約等】

　当第3四半期において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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4【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況　(当第3四半期(自 平成22年10月1日　至 平成22年12月31日))

国内景気は、円高等の影響により輸出や生産の増加のペースが鈍化し、足踏み状態となりました。企業の情報シス

テム投資に対する慎重な姿勢は変わらず、情報サービス産業にとって厳しい経営環境が続きました。

このような環境の中、当社グループは、コンサルティングからシステム開発・運用まで一貫して提供できる総合力

をもって事業活動に取り組みました。

当第3四半期の売上高(外部顧客への売上高)は、前年同四半期と比べ金融ＩＴソリューション及び産業ＩＴソ

リューションで減少し、79,868百万円(前年同四半期比6.3％減)となりました。外部委託費の削減に努めた結果、売上

原価は55,609百万円(同9.4％減)となり、売上総利益は24,258百万円(同1.7％増)となりました。販売費及び一般管理

費は13,249百万円(同0.4％増)とほぼ横ばいとなり、営業利益は11,008百万円(同3.2％増)、経常利益は11,247百万円

(同1.8％増)、四半期純利益は6,583百万円(同1.3％減)となりました。

　

セグメントごとの業績(売上高には内部売上高を含む。)は次のとおりです。

なお、第1四半期より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用しているため、前年同四半期比(数値)

については、前年同四半期の数値を変更後のセグメントに組み替えたものを用いています。

　

(コンサルティング)

中国における事業を積極的に展開したこともあり経営コンサルティング案件が増加し、売上高5,278百万円(前年

同四半期比6.3％増)、営業利益830百万円(同238.6％増)となりました。

　

(金融ＩＴソリューション)

売上高は、証券業向けの開発案件や商品販売、銀行業向けの開発・製品販売が減少しました。コスト面では、外部委

託費が減少しました。

この結果、売上高49,071百万円(前年同四半期比7.9％減)、営業利益5,099百万円(同7.6％減)となりました。

　

(産業ＩＴソリューション)

売上高は、製造・サービス業等向けにおいて、商品販売及び運用サービスが減少しました。コスト面では、商品売上

原価や外部委託費が減少しました。

この結果、売上高21,736百万円(前年同四半期比7.7％減)、営業利益2,163百万円(同1.3％減)となりました。

　

(ＩＴ基盤サービス)

売上高は、外部顧客に対する開発案件が増加しましたが、内部売上高は減少しました。コスト面では、減価償却費や

システム運用経費が減少しました。

この結果、売上高16,983百万円(前年同四半期比1.6％減)、営業利益2,464百万円(同10.0％増)となりました。

　

(その他)

売上高2,793百万円(前年同四半期比4.8％増)、営業利益86百万円(前年同四半期は営業損失209百万円)となりまし

た。　

　　

(2)財政状態の分析

当第3四半期末(平成22年12月31日)において、流動資産150,069百万円(前年度末比8.9％増)、固定資産206,320百万

円(同8.6％減)、流動負債60,164百万円(同10.5％減)、固定負債71,468百万円(同5.9％減)、純資産合計224,756百万円

(同2.1％増)となり、総資産は356,390百万円(同1.9％減)となりました。

　前年度末と比べ増減した主な内容は、以下のとおりです。

売掛金が25,079百万円、買掛金が10,163百万円減少する一方、開発等未収収益が15,209百万円増加しました。ソフ

トウエアは7,393百万円減少し、投資有価証券は、債券の償還5,000百万円や株式の価格下落などにより7,211百万円

減少しました。

また、資金調達手段の多様化のため当第3四半期において新たに短期社債を発行し、短期社債は9,998百万円となり

ました。
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(3)キャッシュ・フローの状況　(当第3四半期(自 平成22年10月1日　至 平成22年12月31日))

当第3四半期における営業活動によるキャッシュ・フローは、13,076百万円(前年同四半期比7.6％減)の収入とな

りました。これは、税金等調整前四半期純利益11,276百万円(同2.0％増)、減価償却費7,501百万円(同7.7％減)、売上

債権の減少額6,237百万円(同3.7％減)などによるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、4,176百万円(同39.5％減)の支出となりました。データセンターの設備・

機械装置などの有形固定資産の取得、共同利用型システムの開発に伴う無形固定資産の取得などがありました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、4,932百万円の収入(前年同四半期は5,107百万円の支出)となりました。こ

れは、短期社債の発行や配当金の支払いなどによるものです。

以上の結果、当第3四半期末の現金及び現金同等物は、68,478百万円(前年同四半期末比34.6％増)となりました。

　

第3四半期　要約連結キャッシュ・フロー計算書

区分

前第3四半期
連結会計期間

当第3四半期
連結会計期間

前年同四半期比

金額
(百万円)

金額
(百万円)

増減率
(％)

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,147 13,076 △7.6

うち、税金等調整前四半期純利益 11,060 11,276 2.0

　　　減価償却費 8,125 7,501 △7.7

　　　売上債権の増減額(金額欄△は増加) 6,475 6,237 △3.7

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,906 △4,176 △39.5

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,107 4,932 －

現金及び現金同等物に係る換算差額     180 △88 －

現金及び現金同等物の増減額 2,313 13,744    494.0

現金及び現金同等物の期首残高 48,556 54,734 12.7

現金及び現金同等物の四半期末残高 50,870 68,478 34.6

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第3四半期において重要な変更はありません。

　

(5)研究開発活動

当第3四半期における研究開発費は921百万円です。研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第3【設備の状況】
(1)主要な設備の状況

当第3四半期において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)設備の新設、除却等の計画

当第3四半期において、前四半期末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

なお、当年度の投資予定金額25,000百万円に対して、当第3四半期末現在の投資実績は12,695百万円となっていま

す。
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第4【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 750,000,000

計 750,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第3四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年1月31日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 225,000,000 225,000,000
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数　100株

計 225,000,000 225,000,000－ －

　

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

 9/51



(2)【新株予約権等の状況】

イ．新株予約権

①第6回新株予約権

　
第3四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 800

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) 15

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 400,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり　　 3,282

新株予約権の行使期間
自 平成21年 7月 1日

至 平成25年 6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

発行価格 　　　4,147

資本組入額 　　2,074

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社若しくは当社子会社の取締役、

執行役員又はこれらに準じる地位にある限り、又は地位

喪失後一定期間に限り、新株予約権者若しくはその相続

人は権利を行使することができる。

②東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が、割当日以降の5連続取引日において、1株当たり3,700

円以上となるまでは、権利を行使することができない。

③その他の権利行使の条件については、取締役会において

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※

(注)1. 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、割当日におけ

る公正な評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

2. ※：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称

して「組織再編行為」という。)をする場合、組織再編行為の効力発生の直前において残存する新株予約権(以

下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新

設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式

移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件にて交付

する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、残

存新株予約権の行使時の1株当たりの払込金額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。 
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⑤新株予約権を行使することができる期間 

残存新株予約権の当該期間(以下「権利行使期間」という。)の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項 

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合の取決め 

残存新株予約権の定めと同じとする。

　

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

11/51



②第8回新株予約権

　
第3四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 4,225

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) 75

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 422,500

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり　　 3,680

新株予約権の行使期間
自 平成22年 7月 1日

至 平成26年 6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

発行価格 　　　4,710

資本組入額 　　2,355

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社若しくは当社子会社の取締役、

執行役員又はこれらに準じる地位にある限り、又は地位

喪失後一定期間に限り、新株予約権者若しくはその相続

人は権利を行使することができる。

②東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が、割当日以降の5連続取引日において、1株当たり4,100

円以上となるまでは、権利を行使することができない。

③その他の権利行使の条件については、取締役会において

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※

(注)1. 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、割当日におけ

る公正な評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

2. ※：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称

して「組織再編行為」という。)をする場合、組織再編行為の効力発生の直前において残存する新株予約権(以

下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新

設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式

移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件にて交付

する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、残

存新株予約権の行使時の1株当たりの払込金額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。
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⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間(以下「権利行使期間」という。)の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。

 

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

13/51



③第10回新株予約権

　
第3四半期会計期間末現在 
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 4,175

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 417,500

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり　　 2,650

新株予約権の行使期間
自 平成23年 7月 1日

至 平成27年 6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 3,281

資本組入額　　 1,641

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社若しくは当社子会社の取締役、

執行役員又はこれらに準じる地位にある限り、又は地位

喪失後一定期間に限り、新株予約権者若しくはその相続

人は権利を行使することができる。

②東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が、割当日以降の5連続取引日において、1株当たり3,000

円以上となるまでは、権利を行使することができない。

③その他の権利行使の条件については、取締役会において

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※

(注)1. 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、割当日におけ

る公正な評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

2. ※：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称

して「組織再編行為」という。)をする場合、組織再編行為の効力発生の直前において残存する新株予約権(以

下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新

設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式

移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件にて交付

する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、残

存新株予約権の行使時の1株当たりの払込金額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。
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⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間(以下「権利行使期間」という。)の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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④第12回新株予約権

　
第3四半期会計期間末現在 
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 4,400

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 440,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり　　 2,090

新株予約権の行使期間
自 平成24年 7月 1日

至 平成28年 6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 2,629

資本組入額　　 1,315

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社若しくは当社子会社の取締役、

執行役員又はこれらに準じる地位にある限り、又は地位

喪失後一定期間に限り、新株予約権者若しくはその相続

人は権利を行使することができる。

②東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が、割当日以降の5連続取引日において、1株当たり2,300

円以上となるまでは、権利を行使することができない。

③その他の権利行使の条件については、取締役会において

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※

(注)1. 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、割当日におけ

る公正な評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

2. ※：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称

して「組織再編行為」という。)をする場合、組織再編行為の効力発生の直前において残存する新株予約権(以

下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新

設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式

移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件にて交付

する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、残

存新株予約権の行使時の1株当たりの払込金額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。
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⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間(以下「権利行使期間」という。)の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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⑤第13回新株予約権

　
第3四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 475

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 47,500

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり　　　 　1

新株予約権の行使期間
自 平成22年 7月 1日

至 平成23年 6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

発行価格 　　　2,013

資本組入額 　　1,007

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社若しくは当社子会社の取締役、

執行役員又はこれらに準じる地位にある限り、又は地位

喪失後一定期間に限り、新株予約権者若しくはその相続

人は権利を行使することができる。

②その他の権利行使の条件については、取締役会において

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※

(注)1. 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、割当日におけ

る公正な評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

2. ※：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称

して「組織再編行為」という。)をする場合、組織再編行為の効力発生の直前において残存する新株予約権(以

下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新

設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式

移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件にて交付

する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使時の1株当たりの払込金額を1円と

し、これに③に定める新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間(以下「権利行使期間」という。)の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 
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⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。 

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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⑥第14回新株予約権

　
第3四半期会計期間末現在 
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 4,450

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 445,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり　　 2,010

新株予約権の行使期間
自 平成25年 7月 1日

至 平成29年 6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 2,294

資本組入額　　 1,147

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社若しくは当社子会社の取締役、

執行役員又はこれらに準じる地位にある限り、又は地位

喪失後一定期間に限り、新株予約権者若しくはその相続

人は権利を行使することができる。

②東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が、割当日以降の5連続取引日において、1株当たり2,300

円以上となるまでは、権利を行使することができない。

③その他の権利行使の条件については、取締役会において

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※

(注)1. 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、割当日におけ

る公正な評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

2. ※：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称

して「組織再編行為」という。)をする場合、組織再編行為の効力発生の直前において残存する新株予約権(以

下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新

設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式

移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件にて交付

する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、残

存新株予約権の行使時の1株当たりの払込金額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。
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⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間(以下「権利行使期間」という。)の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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⑦第15回新株予約権

　
第3四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,030

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 103,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり　　　 　1

新株予約権の行使期間
自 平成23年 7月 1日

至 平成24年 6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)

発行価格 　　　1,535

資本組入額   　　768

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社若しくは当社子会社の取締役、

執行役員又はこれらに準じる地位にある限り、又は地位

喪失後一定期間に限り、新株予約権者若しくはその相続

人は権利を行使することができる。

②その他の権利行使の条件については、取締役会において

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※

(注)1. 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、割当日におけ

る公正な評価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。 

2. ※：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総称

して「組織再編行為」という。)をする場合、組織再編行為の効力発生の直前において残存する新株予約権(以

下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新

設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式

移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件にて交付

する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使時の1株当たりの払込金額を1円と

し、これに③に定める新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間(以下「権利行使期間」という。)の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 
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⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。 

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に1株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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ロ．新株予約権付社債

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

　
第3四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 49,997

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) ※1

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1個当たり 1,000,000

新株予約権の行使期間
自 平成19年 1月 4日

至 平成26年 3月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円)
※2

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部については、行使請求することができ

ない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権又は社債の一方のみを譲渡することはできな

い。

代用払込みに関する事項

各新株予約権の行使に際しては、当該各新株予約権に係る

社債を出資するものとし、当該社債の価額は、その払込金額

(金100万円)と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※3

新株予約権付社債の残高(百万円) 49,997

(注)1. ※1：新株予約権の行使請求により当社が交付する株式の数は、行使請求に係る社債の金額の合計額を、転換価額

4,224円で除した数(以下「交付株式数」という。)とする。この場合に1株未満の端数を生じたときはこれを

切り捨てる。

2. ※2：発行価格は、新株予約権の行使請求に係る社債の金額の合計額を、交付株式数で除した金額とする。資本組入

額は、会社計算規則第17条に従い算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果生じる

1円未満の端数は切り上げる。 

3. ※3：当社が、合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下総

称して「組織再編行為」という。)をする場合(ただし、普通株式が当社の株主に交付される場合に限る。)は、

新株予約権付社債の繰上償還を行う場合を除き、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する新株予

約権(以下「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立す

る株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株

式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会

社又は株式移転により設立する株式会社(以下総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権(以下「承

継新株予約権」という。)を以下の条件にて交付する。この場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て、残存新株予約権は消滅し、新株予約権付社債についての社債に係る債務は再編対象会社に承継され、残存

新株予約権の新株予約権者は承継新株予約権の新株予約権者となるものとし、新株予約権付社債の社債要項

の新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用する。ただし、吸収分割又は新設分割を行う場合

は、再編対象会社が残存新株予約権の新株予約権者に対して承継新株予約権を交付し、再編対象会社が新株

予約権付社債についての社債に係る債務を承継する旨を吸収分割契約又は新設分割計画において定めた場

合に限る。 

①承継新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②承継新株予約権の目的である株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
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③承継新株予約権の目的である株式の数の算定方法

行使請求に係る承継された社債の金額の合計額を④に定める転換価額で除した数とする。この場合に1株

未満の端数を生じたときはこれを切り捨てる。

④承継新株予約権の転換価額

承継新株予約権の転換価額は、組織再編行為の効力発生日の直前に残存新株予約権を行使した場合に新株

予約権者が得られるのと同等の経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権を行使

したときに受領できるように定める。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新株予約権の転

換価額は、残存新株予約権の定めに準じた調整を行う。

⑤承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

各承継新株予約権の行使に際しては、承継された各社債を出資するものとし、当該各社債の価額は、各新株

予約権付社債の払込金額と同額とする。

⑥承継新株予約権を行使することができる期間

組織再編行為の効力発生日から残存新株予約権の当該期間の満了日までとする。

⑦承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

残存新株予約権の定めと同じとする。 

⑧その他の承継新株予約権の行使の条件

各承継新株予約権の一部については、行使請求することができない。

⑨承継新株予約権の取得事由

取得事由は定めない。
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(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月 1日～

平成22年12月31日
－ 225,000 － 18,600 － 14,800

　 

(6)【大株主の状況】

当第3四半期において、大株主の異動は把握していません。

　

(7)【議決権の状況】

当第3四半期末の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載することがで

きないことから、直前の基準日(平成22年9月30日)に基づく株主名簿による記載をしています。

　

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 －　 － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 　30,310,800
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　194,680,100 1,946,801 －

単元未満株式 普通株式　　　　9,100 － －

発行済株式総数 225,000,000－ －

総株主の議決権 － 1,946,801 －

(注)「完全議決権株式(その他)」の「株式数」には、㈱証券保管振替機構名義の株式2,300株が含まれています。

また、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数23個が含まれています。

　

②【自己株式等】

　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱野村総合研究所

東京都千代田区丸の内

一丁目6番5号
30,310,800 － 30,310,800 13.47

計 － 30,310,800 － 30,310,800 13.47

(注)当第3四半期末の自己株式数は、30,299,800株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合13.47％)となっています。

　

2【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
4月

 
5月

 
6月

 
7月

 
8月

 
9月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 2,448 2,400 2,155 2,044 1,748 1,739 1,559 1,768 1,847

最低(円) 2,118 2,008 1,881 1,706 1,588 1,557 1,453 1,530 1,673

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

3【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりです。

　

(役職の異動)

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日
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取締役　専務執行役員

産業関連システム事業、中国・アジア

システム事業担当

取締役　専務執行役員

産業関連システム事業、アジアシス

テム事業担当

沢田　ミツル 平成22年10月1日
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第5【経理の状況】

1. 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

　前第3四半期連結会計期間(平成21年10月1日から平成21年12月31日まで)及び前第3四半期連結累計期間(平成21年4月

1日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第3四半期連結会計期間(平成22年10

月1日から平成22年12月31日まで)及び当第3四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年12月31日まで)は、改正

後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

　

2. 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第3四半期連結会計期間(平成21年10月1日から平成21年

12月31日まで)及び前第3四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表

並びに当第3四半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12月31日まで)及び当第3四半期連結累計期間(平成22

年4月1日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,941 15,055

売掛金 27,794 52,874

開発等未収収益 30,368 15,158

有価証券 70,281 44,719

商品 105 430

仕掛品 22 0

前払費用 2,827 1,821

繰延税金資産 7,267 7,267

その他 518 484

貸倒引当金 △57 △69

流動資産合計 150,069 137,744

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 66,022 64,615

減価償却累計額 △34,325 △32,239

建物及び構築物（純額） 31,696 32,376

機械及び装置 27,626 27,553

減価償却累計額 △22,638 △21,333

機械及び装置（純額） 4,988 6,220

工具、器具及び備品 25,530 26,152

減価償却累計額 △18,521 △18,142

工具、器具及び備品（純額） 7,008 8,010

土地 12,323 12,323

リース資産 417 764

減価償却累計額 △407 △729

リース資産（純額） 10 34

有形固定資産合計 56,027 58,965

無形固定資産

ソフトウエア 56,691 64,085

ソフトウエア仮勘定 3,208 3,701

その他 512 532

無形固定資産合計 60,412 68,319

投資その他の資産

投資有価証券 46,488 53,699

関係会社株式 1,336 1,604

長期貸付金 7,677 7,593

従業員に対する長期貸付金 120 144

リース投資資産 391 534

差入保証金 11,142 12,435

繰延税金資産 20,098 19,236

その他 2,699 3,211

貸倒引当金 △74 △119

投資その他の資産合計 89,881 98,339

固定資産合計 206,320 225,623

資産合計 356,390 363,368
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 13,991 24,155

短期社債 9,998 －

リース債務 203 293

未払金 3,819 7,599

未払費用 10,283 5,743

未払法人税等 6,293 9,879

未払消費税等 1,920 2,943

前受金 4,083 4,058

賞与引当金 5,634 10,885

資産除去債務 33 －

その他 3,903 1,637

流動負債合計 60,164 67,195

固定負債

新株予約権付社債 49,997 49,997

リース債務 219 328

長期未払金 － 1,457

繰延税金負債 0 0

退職給付引当金 20,658 24,152

資産除去債務 592 －

固定負債合計 71,468 75,936

負債合計 131,633 143,131

純資産の部

株主資本

資本金 18,600 18,600

資本剰余金 15,001 15,017

利益剰余金 257,919 251,800

自己株式 △72,338 △72,526

株主資本合計 219,183 212,891

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,126 8,436

為替換算調整勘定 △2,824 △2,256

評価・換算差額等合計 4,301 6,179

新株予約権 1,271 1,154

少数株主持分 － 10

純資産合計 224,756 220,237

負債純資産合計 356,390 363,368
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 252,155 241,974

売上原価 179,914 174,204

売上総利益 72,240 67,769

販売費及び一般管理費 ※1
 39,485

※1
 40,751

営業利益 32,755 27,018

営業外収益

受取利息 285 254

受取配当金 1,030 1,126

投資事業組合運用益 0 90

その他 40 32

営業外収益合計 1,356 1,503

営業外費用

支払利息 12 5

投資事業組合運用損 46 47

持分法による投資損失 553 17

その他 78 117

営業外費用合計 692 187

経常利益 33,419 28,334

特別利益

投資有価証券売却益 195 －

貸倒引当金戻入額 24 57

特別利益合計 219 57

特別損失

投資有価証券評価損 1,081 9

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 364

特別損失合計 1,081 373

税金等調整前四半期純利益 32,558 28,017

法人税、住民税及び事業税 ※2
 13,915

※2
 11,773

法人税等合計 13,915 11,773

少数株主損益調整前四半期純利益 － 16,243

少数株主利益又は少数株主損失（△） △6 1

四半期純利益 18,649 16,241
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 85,272 79,868

売上原価 61,409 55,609

売上総利益 23,863 24,258

販売費及び一般管理費 ※1
 13,198

※1
 13,249

営業利益 10,664 11,008

営業外収益

受取利息 86 83

受取配当金 186 165

投資事業組合運用益 － 0

その他 9 11

営業外収益合計 283 260

営業外費用

支払利息 4 0

投資事業組合運用損 2 10

持分法による投資損失 △48 △5

その他 △63 16

営業外費用合計 △104 21

経常利益 11,052 11,247

特別利益

投資有価証券売却益 191 －

貸倒引当金戻入額 4 28

特別利益合計 196 28

特別損失

投資有価証券評価損 188 －

特別損失合計 188 －

税金等調整前四半期純利益 11,060 11,276

法人税、住民税及び事業税 ※2
 4,390

※2
 4,692

法人税等合計 4,390 4,692

少数株主損益調整前四半期純利益 － 6,583

少数株主損失（△） △0 －

四半期純利益 6,670 6,583

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

32/51



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 32,558 28,017

減価償却費 22,402 22,470

貸倒引当金の増減額（△は減少） △38 △57

受取利息及び受取配当金 △1,315 △1,380

支払利息 12 5

投資事業組合運用損益（△は益） 46 △43

持分法による投資損益（△は益） 553 17

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 364

投資有価証券評価損益（△は益） 1,081 9

投資有価証券売却損益（△は益） △195 －

売上債権の増減額（△は増加） 17,933 9,814

たな卸資産の増減額（△は増加） △129 304

仕入債務の増減額（△は減少） △5,705 △6,970

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,789 △1,023

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,100 △5,250

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,537 △3,493

差入保証金の増減額（△は増加） △1,782 1,288

その他 4,062 2,013

小計 64,634 46,084

利息及び配当金の受取額 1,359 1,353

利息の支払額 △12 △3

法人税等の支払額 △20,699 △15,251

営業活動によるキャッシュ・フロー 45,281 32,182

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △334

定期預金の払戻による収入 6,073 141

有価証券の取得による支出 － △16,614

有価証券の売却及び償還による収入 － 4,000

有形固定資産の取得による支出 △9,734 △7,586

有形固定資産の売却による収入 8 4

無形固定資産の取得による支出 △13,127 △7,628

無形固定資産の売却による収入 2 1

資産除去債務の履行による支出 － △50

投資有価証券の取得による支出 △2,494 △28

投資有価証券の売却及び償還による収入 6,399 5,246

関係会社株式の取得による支出 △69 △14

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

664 －

従業員に対する長期貸付けによる支出 △4 △1

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 38 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,242 △22,839
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 6,500 3,500

短期借入金の返済による支出 △6,500 △3,500

短期社債の発行による収入 － 9,997

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △195 △56

自己株式の処分による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △10,102 △10,111

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,297 △170

現金及び現金同等物に係る換算差額 △99 △469

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22,641 8,703

現金及び現金同等物の期首残高 28,228 59,775

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 50,870

※
 68,478
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年12月31日)

1. 連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

   第2四半期連結会計期間より、新たに設立した野村総合研究所(大連)有限公司を、

 連結の範囲に含めています。　

(2)変更後の連結子会社の数

15社　 

2. 会計処理基準に関する事

項の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の

取扱い」の適用

第1四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平

成20年3月10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

(実務対応報告第24号 平成20年3月10日)を適用しています。これによる影響はありま

せん。

(2)「資産除去債務に関する会計基準」の適用

第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第

18号 平成20年3月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第21号 平成20年3月31日)を適用しています。

これにより、当第3四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ17百万円

増加し、税金等調整前四半期純利益は347百万円減少しています。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は699百万円です。　

 

【表示方法の変更】

　
当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書関係　　 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平

成21年3月24日 内閣府令第5号)の適用により、当第3四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。

　

 
当第3四半期連結会計期間
(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書関係 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平

成21年3月24日 内閣府令第5号)の適用により、当第3四半期連結会計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しています。

　　

【四半期連結財務諸表の作成に当たり適用した特有の会計処理】

 
当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年12月31日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第3四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しています。

　なお、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

前第3四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年12月31日)

※1　 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

役員報酬 867百万円

給与及び手当 14,593百万円

賞与引当金繰入額 1,990百万円

退職給付費用 1,596百万円

福利厚生費 2,537百万円

教育研修費 1,194百万円

不動産賃借料 3,500百万円

事務委託費 5,231百万円

旅費及び交通費 992百万円

器具備品費 899百万円

減価償却費 1,147百万円
 

※1 　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

役員報酬 813百万円

給与及び手当 15,213百万円

賞与引当金繰入額 1,962百万円

退職給付費用 1,694百万円

福利厚生費 2,647百万円

教育研修費 1,157百万円

不動産賃借料 3,841百万円

事務委託費 5,053百万円

旅費及び交通費 1,065百万円

器具備品費 1,111百万円

減価償却費 1,337百万円
 

※2 　法人税等の表示方法　

　法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」

に含めて表示しています。　
　

※2 　法人税等の表示方法　

同左　
　

 

前第3四半期連結会計期間
(自 平成21年10月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)

※1　 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

役員報酬 289百万円

給与及び手当 7,357百万円

賞与引当金繰入額 △2,070百万円

退職給付費用 537百万円

福利厚生費 881百万円

教育研修費 351百万円

不動産賃借料 1,296百万円

事務委託費 1,796百万円

旅費及び交通費 386百万円

器具備品費 274百万円

減価償却費 464百万円
 

※1 　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

役員報酬 276百万円

給与及び手当 7,389百万円

賞与引当金繰入額 △1,823百万円

退職給付費用 540百万円

福利厚生費 872百万円

教育研修費 361百万円

不動産賃借料 1,306百万円

事務委託費 1,738百万円

旅費及び交通費 359百万円

器具備品費 240百万円

減価償却費 453百万円
 

※2 　法人税等の表示方法　

　法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」

に含めて表示しています。　
　

※2 　法人税等の表示方法　

同左　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第3四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年12月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係(平成21年

12月31日現在)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係(平成22年

12月31日現在)

 現金及び預金勘定 12,503百万円

 有価証券勘定 

　

　

　

38,367百万円

　

 現金及び現金同等物 50,870百万円

 

 現金及び預金勘定 10,941百万円

 有価証券勘定 70,281百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △184百万円

取得日から償還日までの期間が3か月

を超える債券等
△12,559百万円

 現金及び現金同等物 68,478百万円

　

　

(株主資本等関係)

当第3四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第3四半期連結累計期間(自 平成22年4月1日  至 平成22

年12月31日)

1. 発行済株式の種類及び総数 

   普通株式　　　225,000千株

 

2. 自己株式の種類及び株式数

   普通株式　　　 30,299千株

 

3. 新株予約権の四半期連結会計期間末残高

   ストック・オプションとしての新株予約権　　　提出会社(親会社)  1,271百万円

 

4. 配当に関する事項

   配当金支払額

 (決議) 株式の種類 配当金の総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年 5月14日

取締役会
普通株式 5,060百万円 26円 平成22年3月31日平成22年 6月 2日利益剰余金

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 5,061百万円 26円 平成22年9月30日平成22年11月30日利益剰余金

 

5. 株主資本の金額の著しい変動

  剰余金の配当については、上記「4. 配当に関する事項」に記載しています。なお、このほかに該当事項はあり

ません。

　

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

37/51



(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

  

前第3四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日
至 平成21年12月31日)

コンサルティン

グサービス

ＩＴソリュー

ションサービス
計 消去又は全社 連結

　 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高      

1. 外部顧客に対する売上高 21,489 230,665 252,155 － 252,155

2. セグメント間の内部売上

高又は振替高
309 427 736 △736 －

計 21,798 231,092 252,891 △736 252,155

営業費用 21,586 198,549 220,136 △736 219,399

営業利益 212 32,543 32,755 △0 32,755

　

 

前第3四半期連結会計期間
(自 平成21年10月 1日
至 平成21年12月31日)

コンサルティン

グサービス

ＩＴソリュー

ションサービス
計 消去又は全社 連結

　 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高      

1. 外部顧客に対する売上高 7,892 77,380 85,272 － 85,272

2. セグメント間の内部売上

高又は振替高
116 204 321 △321 －

計 8,009 77,584 85,594 △321 85,272

営業費用 7,776 67,152 74,929 △321 74,607

営業利益 232 10,432 10,664 0 10,664

　(注)事業区分の方法及び各区分に属する主要なサービスの名称

サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しています。

コンサルティングサービス…………リサーチ、経営コンサルティング、システムコンサルティング　等

ＩＴソリューションサービス………システム開発・パッケージソフトの製品販売、

アウトソーシング・ビューロー・情報提供サービス、

システム機器等の商品販売　等

 

【所在地別セグメント情報】

前第3四半期連結累計期間(自 平成21年4月1日　至 平成21年12月31日)及び前第3四半期連結会計期間(自 平成

21年10月1日　至 平成21年12月31日)

　国内セグメントの売上高が全セグメントの売上高の合計の90％超であるため、記載を省略しています。

  

【海外売上高】

前第3四半期連結累計期間(自 平成21年4月1日　至 平成21年12月31日)及び前第3四半期連結会計期間(自 平成

21年10月1日　至 平成21年12月31日)

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しています。

　

【セグメント情報】

 1. 報告セグメントの概要　

当第3四半期連結累計期間(自 平成22年4月1日　至 平成22年12月31日)及び当第3四半期連結会計期間(自 平

成22年10月1日　至 平成22年12月31日)　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高意思決定機関

が、経営資源の配分の決定及び実績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

当社は、基本的にサービス及び顧客・マーケットを基礎とした事業本部制をとっており、各事業本部がコン

サルティングサービス、システム開発、運用サービス及び商品販売からなるサービスを提供しています。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした、主にサービス及び顧客・マーケット別のセグメントから構成さ

れており、「コンサルティング」、「金融ＩＴソリューション」、「産業ＩＴソリューション」及び「ＩＴ基盤

サービス」の4つを報告セグメントとしています。

　

(コンサルティング) 

経営・事業戦略及び組織改革等の立案や実行を支援する経営コンサルティングのほか、ＩＴ資産の評価・診
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断やＩＴ戦略の策定、システム運用のサポート等のＩＴマネジメント全般にわたるシステムコンサルティング

を提供しています。

　

(金融ＩＴソリューション)

主に証券業や保険業、銀行業等の金融業顧客向けに、システムコンサルティング、システム開発及び運用サー

ビス等を提供しています。具体的には、各顧客に対してシステム開発やアウトソーシングサービスを提供するほ

か、業界標準ビジネスプラットフォームである総合証券バックオフィスシステム「ＴＨＥ ＳＴＡＲ」、ホール

セール証券業向け共同利用型システム「Ｉ－ＳＴＡＲ」、資産運用会社向け共同利用型システム「Ｔ－ＳＴＡ

Ｒ」、投信窓口販売システム「ＢＥＳＴＷＡＹ」及び自賠責保険共同利用型システム「ｅ－ＪＩＢＡＩ」等を

展開しています。

　

(産業ＩＴソリューション)

主に流通業、製造業及びサービス業顧客のほか、公共顧客向けにシステムコンサルティング、システム開発及び

運用サービス等を提供しています。また、情報セキュリティサービスやＩＴ基盤構築ツール等を幅広い業種の顧

客に対して提供しています。

　

(ＩＴ基盤サービス)

主に金融ＩＴソリューションセグメント及び産業ＩＴソリューションセグメントに対し、データセンターの

運営管理やＩＴ基盤・ネットワーク構築等のサービスを提供しています。また、ＩＴソリューションに係る新事

業・新商品の開発に向けた研究や先端的な情報技術等に関する研究を行っています。
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 2. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第3四半期連結累計期間(自 平成22年4月1日　至 平成22年12月31日)　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　

　

報告セグメント

その他

(注)1　
合計　

調整額

(注)2

四半期連

結損益計

算書計上

額

(注)3

コンサル

ティング

　

金融ＩＴ

ソリュー

ション　

産業ＩＴ

ソリュー

ション　

ＩＴ基盤

サービス

　

計　

売上高　                                     

(1)外部顧客への売上高　 13,773150,24062,6388,916235,5696,162241,731243241,974

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高　
47　 51 3,40242,33245,8352,30748,143△48,143 －

計 13,821150,29266,04151,248281,4048,470289,874△47,899241,974

セグメント利益 60114,0982,5297,53224,76118424,9452,07227,018

　

当第3四半期連結会計期間(自 平成22年10月1日　至 平成22年12月31日)　　　　　　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　

　

報告セグメント

その他

(注)1
合計　

調整額

(注)2

四半期連

結損益計

算書計上

額

(注)3

コンサル

ティング

　

金融ＩＴ

ソリュー

ション　

産業ＩＴ

ソリュー

ション　

ＩＴ基盤

サービス

　

計　

売上高　                                     

(1)外部顧客への売上高　 5,26549,04820,5702,85877,7442,03679,780 87 79,868

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高　
13 22 1,165 14,12415,32675616,082△16,082 －

計 5,27849,07121,73616,98393,0702,79395,863△15,99579,868

セグメント利益 830 5,0992,1632,46410,5588610,64436411,008

(注)1. 上記の報告セグメントには含めていない、システム開発や運用サービス等を提供する子会社等があります。

　　2. セグメント利益の調整額に重要なものはありません。

　　3. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。　
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(追加情報)

第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年3月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年3月21日)を

適用しています。

なお、前第3四半期連結累計期間及び前第3四半期連結会計期間のセグメント情報を、当第3四半期連結累計期間及び当

第3四半期連結会計期間において用いた報告セグメントにより区分すると、次のようになります。

　

前第3四半期連結累計期間(自 平成21年4月1日　至 平成21年12月31日)　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　

　

報告セグメント

その他　 合計　 調整額

四半期連

結損益計

算書計上

額

コンサル

ティング

　

金融ＩＴ

ソリュー

ション　

産業ＩＴ

ソリュー

ション　

ＩＴ基盤

サービス

　

計　

売上高　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高　 13,495155,44567,7288,412245,0836,818251,901253252,155

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高　
20 119 3,53843,39247,0702,41549,486△49,486 －

計 13,516155,56571,26751,805292,1539,234301,387△49,232252,155

セグメント利益又は損失(△) 24116,3116,9436,76130,257△52129,7363,01832,755

　

前第3四半期連結会計期間(自 平成21年10月1日　至 平成21年12月31日)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　(単位:百万円)

　

　

報告セグメント

その他　 合計　 調整額

四半期連

結損益計

算書計上

額　

コンサル

ティング

　

金融ＩＴ

ソリュー

ション　

産業ＩＴ

ソリュー

ション　

ＩＴ基盤

サービス

　

計　

売上高　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高　 4,95453,27222,3772,67783,2811,91185,193 79 85,272

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高　
9 25 1,16414,58915,78875316,542△16,542 －

計 4,96353,29723,54117,26799,0702,665101,735△16,46285,272

セグメント利益又は損失(△) 245 5,5182,1912,24010,196△2099,987 67710,664
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(金融商品関係)

当第3四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

金融商品の時価等に関する事項

　

平成22年12月31日における四半期連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません((注)2. 参照)。

(単位：百万円)

　  四半期連結貸借対照表計上額 時価  差額

(1)現金及び預金　                    10,941                 10,941 　           　－

(2)売掛金 　               27,794　               27,794　             －

(3)開発等未収収益　 　　　　　　　　　 30,368　 　               30,368　              －

(4)有価証券、投資有価証券及

び関係会社株式
　                　                            　

　 　その他有価証券　 　                 102,407　               102,407            　－

(5)長期貸付金                 　7,677                  8,121 　            443

　資産計 　　　　　　　　  179,189　              179,633　             443

(1)買掛金　 　               13,991                 13,991　           　－　

(2)短期社債　 　                 9,998               　9,998 　         －

(3)新株予約権付社債 49,997 48,872 △1,124

　負債計　                  　73,986                 72,862　        △1,124

　

(注)1. 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

(2) 売掛金

  売掛金はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

(3) 開発等未収収益

開発等未収収益はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。

(4) 有価証券、投資有価証券及び関係会社株式

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっています。

(5) 長期貸付金

建設協力金であり、時価はその将来キャッシュ・フローを残存期間に対応するリスクフリー・レートで割り引い

た現在価値により算定しています。

　

負債

(1) 買掛金

買掛金はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

(2) 短期社債

短期社債は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

(3) 新株予約権付社債

新株予約権付社債の時価は、取引所の価格によっています。

　

(注)2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、上表の「資産(4)有価証券、投

資有価証券及び関係会社株式」には含まれていません。
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(単位：百万円)

　区分 　四半期連結貸借対照表計上額

　非上場株式　※1 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    15,373

　投資事業組合等への出資金 ※2　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         326

※1: 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価評価し

ていません。なお、非上場株式には、関連会社株式821百万円が含まれています。

※2: 投資事業組合等への出資金のうち、組合財産の全部又は一部が、非上場株式など市場価格がなく時価を把握する

ことが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、その非上場株式等部分については時価

評価していません。

　

前連結会計年度末(平成22年3月31日)

金融商品の時価等に関する事項

　

平成22年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません((注)2. 参照)。

(単位：百万円)

　 　 連結貸借対照表計上額 時価  差額

(1)現金及び預金　                    15,055　                15,055 　          　　－

(2)売掛金 　               52,874　                52,874　            　 －　

(3)開発等未収収益　 　　　　　　　　　15,158　 　                15,158　              －

(4)有価証券、投資有価証券及

び関係会社株式
　                  　                                　

 　　その他有価証券　 　                84,092　                84,092             　　－

(5)長期貸付金                  　7,593                   7,910　             317

　資産計 　　　　　　　　 174,773　               175,091　              317

(1)買掛金　 　               24,155
                   

24,155
　           　　－

(2)新株予約権付社債　 　                49,997                 　47,897　        △2,099

　負債計　                  　74,152
                   

72,052
　       △2,099

　

(注)1. 金融商品の時価の算定方法に関する事項　

資産

(1) 現金及び預金

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

(2) 売掛金

売掛金はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

(3) 開発等未収収益

開発等未収収益はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。

(4) 有価証券、投資有価証券及び関係会社株式

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっています。

(5) 長期貸付金

建設協力金であり、時価はその将来キャッシュ・フローを残存期間に対応するリスクフリー・レートで割り引い

た現在価値により算定しています。

　

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

43/51



負債

(1) 買掛金

買掛金はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

(2) 新株予約権付社債

新株予約権付社債の時価は、取引所の価格によっています。

　

(注)2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、上表の「資産(4)有価証券、投

資有価証券及び関係会社株式」には含まれていません。

(単位：百万円)

　区分 　連結貸借対照表計上額

　非上場株式　※1 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    15,471  

　投資事業組合等への出資金 ※2 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     460

※1: 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価評価し

ていません。なお、非上場株式には、関連会社株式915百万円が含まれています。

※2: 投資事業組合等への出資金のうち、組合財産の全部又は一部が、非上場株式など市場価格がなく時価を把握する

ことが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、その非上場株式等部分については時価

評価していません。
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(有価証券関係)

当第3四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              (単位：百万円)

　 取得原価
四半期連結貸借対照表

計上額　
差額　

(1)株式 10,998 23,098  12,100

(2)債券 　 　 　

国債・地方債等 1 1 △0

社債 21,091 21,085 △5

(3)その他 58,221 58,221 ―

計 90,312 102,407 12,094

(注)1. その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理を行ったものはありません。

　　　2. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は、上表には含めていません。

　

　前連結会計年度末(平成22年3月31日)

　その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              (単位：百万円)

　 取得原価　 連結貸借対照表計上額　 差額　

(1)株式 10,990 25,309 14,319

(2)債券 　 　 　

社債 14,014 14,062 47

(3)その他 44,719 44,719 ―

計 69,725 84,092 14,366

(注)1. その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理を行った金額は704百万円であり、上表の「取得原価」

は減損処理後の帳簿金額です。なお、時価のある有価証券の減損処理に当たっては、原則として、連結決算日

における時価が取得原価に比べて30％以上下落したものについて、回復する見込みがあると認められる場合

を除き、減損処理を行っています。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は、上表には含めていません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第3四半期連結会計期間(自 平成22年10月1日　至 平成22年12月31日)

1. ストック・オプションに係る当第3四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

売上原価　　　　　　　　　　　43百万円

販売費及び一般管理費　　　　　47百万円

 

2. 当第3四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

(1株当たり情報)

1. 1株当たり純資産額

当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

1株当たり純資産額 1,147.84円 1株当たり純資産額 1,125.63円

　(注)1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第3四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 224,756 220,237

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1,271 1,165

(うち新株予約権) (1,271) (1,154)

(うち少数株主持分) (－) (10)

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結会計年

度末)の純資産額(百万円)
223,484 219,071

1株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結

会計期間末(連結会計年度末)の普通株式の数(千株)
194,700 194,621

　

2. 1株当たり四半期純利益金額等
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前第3四半期連結累計期間
 (自 平成21年 4月 1日
 至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年12月31日)

1株当たり四半期純利益金額 95.85円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益金額
90.29円

1株当たり四半期純利益金額 83.43円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益金額
78.60円

　(注)1株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第3四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年12月31日)

 1株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益(百万円) 18,649 16,241

普通株主に帰属しない金額

(百万円)
－ －

普通株式に係る四半期純利益

(百万円)
18,649 16,241

普通株式の期中平均株式数(千株) 194,577 194,666

 潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益金額
　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 11,967 11,968

(うち新株予約権付社債) (11,836) (11,836)

(うち新株予約権) (131)  (131)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後1株当たり四半期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があっ

たものの概要※

(1) 第3回新株予約権　　　　　 0株

 (平成21年6月30日権利行使期間満了)

(2) 第4回新株予約権 　　224,500株

(3) 第6回新株予約権　 　392,500株

(4) 第8回新株予約権 　  415,000株

(5) 第10回新株予約権　　417,500株

(6) 第12回新株予約権　　440,000株

(1) 第4回新株予約権 　     　 0株

(平成22年6月30日権利行使期間満了)

(2) 第6回新株予約権　　 367,500株

(3) 第8回新株予約権　 　415,000株

(4) 第10回新株予約権　　417,500株

(5) 第12回新株予約権　　440,000株

(6) 第14回新株予約権　　445,000株

※潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式全てを記載しています。  

　

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

46/51



前第3四半期連結会計期間
(自 平成21年10月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)

1株当たり四半期純利益金額 34.28円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益金額
32.29円

1株当たり四半期純利益金額 33.82円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益金額
31.85円

　(注)1株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第3四半期連結会計期間
(自 平成21年10月 1日
至 平成21年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)

 1株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益(百万円) 6,670 6,583

普通株主に帰属しない金額

(百万円)
－ －

普通株式に係る四半期純利益

(百万円)
6,670 6,583

普通株式の期中平均株式数(千株) 194,607 194,692

 潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益金額
　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 11,976 11,994

(うち新株予約権付社債) (11,836) (11,836)

(うち新株予約権) (140) (158)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後1株当たり四半期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があっ

たものの概要※

(1) 第4回新株予約権　 　224,500株

(2) 第6回新株予約権　 　392,500株

(3) 第8回新株予約権　 　415,000株

(4) 第10回新株予約権　　417,500株

(5) 第12回新株予約権　　440,000株

(1) 第6回新株予約権　　 367,500株

(2) 第8回新株予約権　　 415,000株

(3) 第10回新株予約権　　417,500株

(4) 第12回新株予約権　　440,000株

(5) 第14回新株予約権　　445,000株

※潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式全てを記載しています。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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2【その他】

(剰余金の配当)

平成22年10月29日開催の取締役会において、平成22年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質

権者に対し、次のとおり剰余金の配当(第2四半期末)を行うことを決議しました。

①配当金の総額 　　　　　　           5,061百万円

②1株当たりの金額 　　　　　　　　　　　 　　26円

③効力発生日及び支払開始日 　　  平成22年11月30日

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

四半期報告書

48/51



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年1月27日

株式会社野村総合研究所

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 英　公一　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮川　朋弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社野村総合研究

所の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成21年10月1日から平成21年12

月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社野村総合研究所及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間

のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　(注)1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

2. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年1月31日

株式会社野村総合研究所

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 英　公一　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮田　八郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社野村総合研究

所の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12

月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社野村総合研究所及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間

のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　(注)1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

2. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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